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はじめに 

控訴人らは原審において、原発が備えるべき安全性は次の要素を考慮して判

断されねばならないとし、原発事故は起こりうること、これを 100％なくすこ

とはできないことを主張した。さらに、一旦事故が起これば、被害は甚大であ

り、取り返しがつかないこと、安全性の考え方として極めて厳しい安全基準を

取るべきことがこの二つの重大事故からの教訓であることを、チェルノブイリ

原発事故、福島第一原発事故の被害実態から具体的に明らかにした。 

しかるに、原判決は、この重大事故とその被害について、何の言及のないま

ま、判決内容を見ても、この 40 年間に経験した重大事故の教訓を全く踏まえた

判断とは思えない内容であった。 

そこで、控訴審において、控訴人らは改めて二つの重大事故の原因と被害実

態を明らかにし、そこから導かれる教訓を述べることにする。 

 

第１ チェルノブイリ原発事故 

１ チェルノブイリ原発事故の発生原因と被害の拡大 

(1) チェルノブイリ原発事故の発生原因 

チェルノブイリ原子力発電所は、ソ連時代に現在のウクライナ北部、

ベラルーシとの国境に近い場所に建設された。チェルノブイリ原発の原

子炉は、ソ連が独自に開発した RBMK 型原子炉で、福島原子力発電所等の

軽水炉型原子炉(水で中性子を調整する原子炉)と異なり、中性子を調整

するのに黒鉛を使用する原子炉であった。1978 年に 1 号炉が稼働を開始

し、チェルノブイリ原発では最終的には 4 基の RBMK-1000 型原子炉(電

気出力 100 万 KW)が稼働する大規模発電所となった。 

発電所の建設と同時に、労働者とその家族が暮らすための新都市プリ

ピャチも建設された。原発からわずか 3km の距離に位置するこの町は｢ア

トムグラード(原子の都市)｣と呼ばれ、最盛期には約 5 万人が暮らし、住

民の平均年齢はわずか 26 歳の町であった。事故後、この町は廃墟となり

立ち入りが禁止され現在に至っている。 

チェルノブイリ原発は次のような特質を有していた(甲全 914 号証)。 

第一に、軽水炉型と異なり、中性子を制御するために黒鉛を使用して

いたこと。第二に、格納建屋を設置していなかったことである。この二

つの特質が、事故の要因に大きく関連している。 

この RBMK 型原子炉には、二つの致命的な欠陥があった。 

一つ目の欠陥は、中性子を制御するのに水ではなく黒鉛を使ったこと

である。黒鉛は、｢燃える｣という致命的な欠陥があった。1957 年、英国
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ウィンズケール(現セラフィールド)の黒鉛炉が火災を起こし欧州大陸ま

で放射性物質が拡散されていた。 

二つ目は、制御棒の設計にある。RBMK-1000 型の制御棒の先端部分は

黒鉛で作られていた。これにより、制御棒を挿入した瞬間、本体のホウ

素が反応を止める前に、黒鉛の先端が一瞬だけ反応を加速させてしまう。

｢ブレーキペダルを踏もうとしたら、ペダルの先端にアクセルが付いてい

た―緊急ブレーキを踏んだ瞬間に、まずアクセルが踏まれる設計だ｣と指

摘されている。 

このような設計上の欠陥は、チェルノブイリ原発事故の前から知られ

ていた。 

事故の日である、1986 年 4 月 26 日、チェルノブイリ発電所では、外

部電源が失われた際に冷却ポンプを動かし続けることができるかを確認

するための｢ランダウンテスト｣1と言われる安全試験が行われていた。こ

のテストの実施中に、原子炉の出力を下げていく過程で予想に反し(技術

者の未熟さが指摘されている)出力が設計値をはるかに下回る 30 メガワ

ットまで急落した。本来であれば、この時点でテストは中止するべきで

あったが、現場の責任者は試験を続行した。安全テストのシナリオに従

い緊急停止ボタンを押したことにより、全制御棒が一斉に炉心に挿入さ

れた。その瞬間、制御棒の先端が黒鉛でできていたことにより、核反応

が一瞬急上昇し、｢ポジティブスクラム効果｣が生じ、炉心は逆に加速し

暴走するに至った。 

(2) 被害の拡大 

被害を拡大した大きな要因として指摘されているのは、格納建屋を建

築しなかったことであった。当時の東西冷戦下で、西側諸国が建設した

原子炉は必ず鋼鉄とコンクリート製の格納建屋で包み込まれた。これは

万が一の事故に備え放射性物質漏洩を封じ込めるための最後の防御線と

しての意味がある。しかし、チェルノブイリ原発を含むソ連が建設した

RBMK 型原子炉全てに格納建屋は設置されなかった。その理由は、第一に、

チェルノブイリ級の大規模原子炉にこれを設置すると、建設費がほぼ倍

増するという理由であった。この理由を支えたのは、｢ソビエトの原子炉

は決して故障しないと本当に信じていたため、そもそも必要ないと考え

ていたことによる。｣ことが指摘されている(甲全 914 号証)。 

 

1  ランダウンテストは、タービン慣性運転試験ともいう。外部電力が喪失した際に、

タービン発電機の回転エネルギー(慣性)を利用して冷却ポンプを約 40～50 秒間作

動させ続け、炉心を冷却できるか確認する安全試験をいう。 
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ア 原発事故の深刻さ 

(ｱ) チェルノブイリにみる原発事故の被害は想像を絶する 

ａ はじめに 

原発が過酷事故を起こした場合の被害の甚大さについては、訴状、控

訴人ら準備書面 3 並びに控訴人ら準備書面 30 で述べたが、その被害は

強調してもしきれないほど甚大である。その甚大さについて、チェルノ

ブイリ原発事故の被害を具体的に検証する。 

ｂ チェルノブイリ原発事故による放射性核種の汚染 

(a) はじめに 

チェルノブイリ原子力発電所は、事故当時、ソビエト社会主義共和国

連邦(1922～1991年)の下にあった。 

1986 年 4 月 26 日、同原子力発電所 4 号機が爆発し、4 日間燃え続け

事故処理作業員の文字どおり決死の作業で原発火災そのものは鎮火させ

ることができた。 

(甲全 516 号証の 25頁) 

 

事故後、事故に関する夥しい出版物やインターネット上に論考が出さ

れたが、そのうち 5000以上の論考等を検討しその内容を反映した出版物

｢調査報告 チェルノブイリ被害の全貌｣(甲全 515 号証・ロシア科学ア

カデミー、ベラルーシ放射線安全研究所など所属の研究者らによる。以
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下、｢被害の全貌｣という)の日本語版が出版されている。その内容は、チ

ェルノブイリ汚染の実態とチェルノブイリ大惨事による人々の健康への

深刻かつ甚大な影響である。更に、2011 年｢チェルノブイリ原発事故か

ら 25年：将来へ向けた安全性 2011年ウクライナ国家報告｣がウクライ

ナ緊急事態省から出版され、2016年 2月、その日本語版が京都大学原子

炉実験所によって刊行された(甲全 516 号証・以下、｢ウクライナ国家報

告｣という)。これらの報告書から、原発事故の恐ろしさを検証する。 

 

(甲全 515 号証の 3頁) 
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(b) チェルノブイリ原発事故による汚染の地理的広がり 

ⅰ ヨーロッパ全体 

チェルノブイリ原発事故により、放射性物質を含む雲は高度 1500mか

ら 1万 mにまで達し、地球全体に広がって、おもに北半球に放射性核種

と放射能を帯びた塵の沈着を残した。チェルノブイリ原発事故によりど

れほどの量の放射性核種が放出されたかについては正確には分からな

いが、放出量は何億キュリー[Ci]にも達しており、広島と長崎に投下さ

れた原爆の放射性降下物の何百倍もの量に相当するとされている。 

(甲全 515 号証の 4頁) 

｢被害の全貌｣によると、気体状あるいはエアロゾル状(噴霧状)の放射

性核種のほとんどがベラルーシ、ウクライナ、ヨーロッパ側ロシア以遠

に降下したことは間違いない。チェルノブイリ原発事故による放射性雲

に含まれる気体状、エアロゾル状の放射性核種のうちヨーロッパに降下

したのは約 68％から 89％であり、事故の日から約 10日間チェルノブイ

リ周辺の風向きが360度変化したことからその分布は著しく不均一であ

った。 
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(甲全 515 号証の 5頁) 

 

重要なのは、事故のあった 1986年 4月 26日から同年 5月中旬まで原

子炉から放射性核種の放出が継続し、日々の放出で放射性物質を含む雲

がいくつも形成され、その雲はそれぞれ特有の放射性核種の組成や地理

的分布をしたことである。セシウム 137[Cs-137]はヨーロッパの全ての

国を例外なく汚染したが、気体やエアロゾルやホットパーティクル[放

射性微粒子]の形で多くの放射性核種が、爆発に続く数週間から数ヶ月

間、ヨーロッパ中に広く拡散した。それらの放射性核種は、セシウム

134[Cs-134]、ヨウ素 131[I-131]、ストロンチウム 90[Sr-90]、テルル

132[Te-132]、ヨウ素 132[I-132]などである。ヨーロッパのこれら放射

性降下物は全量でほぼ 137PBq[13京 7000兆 Bq]と推定されている。  

 

 ％ PBq 

Cs-137 51.0 70 

Cs-134 28.6 39 

I-131 17.7 24 

Sr-90 2.7 3.7 

合計 100 136.7 

(甲全 515 号証の 8～9頁より) 
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チェルノブイリ大惨事から 25年経過した 2011年においてもヨーロッ

パの多くの地域は汚染されたままであり、英国保健省によると 2006 年

にウェールズの 355ヶ所、スコットランドの 11ヶ所、イングランドの 9

ヶ所の農場で放牧されていた合計 20 万頭を上回る羊がセシウム 137 に

より危険なほどに汚染されていたことが報告されている。 

 

(放射能汚染地図、甲全 515 号証の xxii頁) 

 

 

ⅱ ベラルーシ 

ベラルーシ共和国は、チェルノブイリ原発のあるウクライナに隣接し、

ほぼ北側に位置する。ベラルーシは、国全体がチェルノブイリ由来の放

射能雲に覆われ、ヨウ素 131、ヨウ素 132、テルル 132 などの放射性同

位体の降下物が国全体に降り注いだ。ヨウ素 131による汚染の最大値で

ある 600Ci/㎢[=2220万 Bq/㎡]は、1986年 5月にゴメリ州スヴェチロヴ

ィチ村で計測された。 
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ベラルーシ国土の約 23％(4 万 7000 ㎢)が 1Ci/㎢を上回る値のセシウ

ム 137で汚染された。放射能による土壌汚染の最大値はモギリョフ州チ

ュジャヌイ村で 1993年に観測された 540万 2000Bq/㎡で、これはチェル

ノブイリ原発事故前の 3500倍にあたる。 

ストロンチウム 90による汚染は、ベラルーシの面積の 10％におよび、

プルトニウム 238[Pu-238]、プルトニウム 239[Pu-239]、プルトニウム

240[Pu-240]による、370Bq/㎡を上回る土壌汚染は 4000㎢、すなわち国

土の 2％に及ぶ。全体では、ベラルーシの農地の 22％にあたる 1万 8000

㎢が重度に汚染され、うち 2640 ㎢は農業には使用できず、チェルノブ

イリ原発に近い 1300 ㎢のポレーシエ国立放射能環境保護区は、半減期

の長い放射性同位体による汚染のため、いかなる経済活動からも永久に

除外されている。 

ⅲ ウクライナ 

ウクライナ国土の 4.8％で 1Ci/㎢[3 万 7000Bq/㎡]を超えるセシウム

137が検出されるなど、ウクライナの 4 分の 1を上回る地域がチェルノ

ブイリの放射性核種に汚染された。 
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(甲全 515 号証の 12頁) 

 

西方向、南方向に汚染が進み、南に拡散した放射性雲は西方向へも枝

分かれした。西方向への拡散では、いくつかのホットスポットで地表汚

染濃度が最大 19 万 Bq/㎡に達し、南方向への拡散では汚染濃度は最大

10万 Bq/㎡に達した。 

｢ウクライナは、原子力を優先的に開発してきた国の一つである。1930

年代初頭から核研究が展開され、40年代後半には工業生産とウラン濃縮

が行なわれた。核技術を実用化するにあたり、医学的な防護が滞った為

に、作業員や公衆の被曝は管理されず増加してきた。そうした姿勢が最

も劇的に顕在化した例が、チェルノブイリ原発事故である。｣と｢ウクラ

イナ国家報告｣は指摘している。 

ウクライナで人工放射性核種線源により被曝したのは、以下の集団に

属する人々である。 
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① 急性放射線症候群と診断されたチェルノブイリ原発の職員及び消防

士たち、並びに旧ソ連時代に行われた核実験への軍からの参加者 

② チェルノブイリ事故の影響を受けたその他の集団(事故処理作業従

事者、放射能汚染地域の住民、出生以前に被曝した子供達、或いは

被曝した両親の間に生まれた子供達) 

③ ウクライナの原子力発電所の運転員達 

④ 30㎞圏内の人員、並びに放射線管理区域で｢石棺｣建設作業に従事し

た人々 

⑤ 核燃料サイクルに関連する工場及び鉱山の職員、並びに工場や尾鉱

がある地域の住民 

 

2010 年 1 月 1 日現在、ウクライナの厚生労働機関は、225 万 4471 人

の市民を、チェルノブイリ核災害による被災者として認定している。そ

の中には、26万 807人の事故処理作業従事者が含まれる。一般住民の認

定被災者は、199万 3664人である。チェルノブイリ核災害により被曝し

た子供達は、49万 8409人と登録されている(甲全 516号証の 141頁)。 

(甲全 515 号証の 4頁) 

 

ⅳ ヨーロッパ側ロシア 

ヨーロッパ側ロシアでは、1992年までに 19州で汚染が認められ、2006

年 1 月 1 日現在、1Ci/㎢[3 万 7000Bq/㎡]以上の放射能汚染地域は、13
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州と 1 共和国(ロシア連邦内の共和国)計 3 万 1100 ㎢である。計算によ

ると、ブリャンスク州から 40Ci/㎢[148万 Bq/㎡]以上の汚染地域がなく

なるのは事故から 63 年後の 2049 年、15Ci/㎢[55 万 5000Bq/㎡]以上の

汚染地域がなくなるのは事故から 106 年後の 2092 年、1Ci/㎢[3 万

7000Bq/㎡]以下まで下がるのは 320年後である。 

ⅴ その他のヨーロッパ諸国 

チェルノブイリ由来のセシウム 137によるヨーロッパへの汚染は、ロ

シア、ウクライナを含む31ヶ国にのぼる(ユーゴスラビア、ブルガリア、

アルバニアの 3 国はデータがないので不明である)。データで確認でき

るだけでもほぼ全域にわたり汚染されたと言っても過言ではない。とり

わけ、ドイツではアフリカに輸送された粉ミルクから危険な値の放射能

汚染が何度も検出され送り返されているし、ポーランドから出荷された

1600t の粉ミルクは容認できないほど高い放射能値を示したと報告され

ている。 

ⅵ 日本を含むアジア 

チェルノブイリ由来の放射性核種全量のうち最大 10％がアジアに降

下し、アジア側ロシアの広大な地域(シベリアと極東)、中国の東部と中

部およびトルコのアジア側地域が著しく汚染された。 

日本には、1986年 5月初旬及び下旬にチェルノブイリ由来の雲が日本

上空を2度通過している。最初の雲は高度約1500m、2度目の雲は約6000m

で、大気中のヨウ素 131濃度が最大値(0.8Bq/㎥超)に達したのは 5 月 5

日である。地表近くの大気中ではセシウム 137、ヨウ素 131など 20種類

以上の放射性核種が観測された。地表に近い大気中の放射性セシウムの

密度は、日本の北西部でチェルノブイリ原発事故以前の 1000 倍以上に

まで上昇し、チェルノブイリ原発事故に由来する微量のセシウム 137の

降下が 1988年まで観測されている。アジア南部・中部・西部・中国・ペ

ルシャ湾沿岸には範囲は小さくとも危険なほどに放射能に汚染された

場所が存在する可能性が依然と高く今日に至るまでその懸念は続いて

いる。 

ⅶ 北米・北極圏・アフリカ北部・南半球 

北米各地は、チェルノブイリ由来の放射性核種全量の 1％程度にあた

る数 PBq[数千兆 Bq]近くが北米に降下した。 
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カナダへは東部一帯に 3 波に渡って届いたが、5 月 6 日と 14 日の降

下は北極圏経由、25～26日は太平洋経由であり、6月半ばまで一貫して

観測された。 

アメリカへのチェルノブイリ原発事故由来の放射性核種は、アラスカ

州、オレゴン州、アイダホ州、ニュージャージー州、ニューヨーク州、

フロリダ州、ハワイ州その他の州で検出されている。アメリカ各州に到

達したチェルノブイリ原発事故由来の放射性プルームは、対流圏の下層

で北極圏を、対流圏中層で太平洋をそれぞれ越えている。 

チェルノブイリ原発事故由来の高濃度汚染は北極圏で検出され、アフ

リカ北部アルジェリア、エジプトでも検出されている。 

南半球においても、チェルノブイリ由来のセシウム137とセシウム134

が、レユニオン島(インド洋)とタヒチ島(太平洋)で検出されている。 

ⅷ ホットパーティクル[放射性微粒子]の問題 

チェルノブイリ原発付近には、大きくて重いウランとプルトニウムの

ホットパーティクル2が落下した。ハンガリー、ドイツ、フィンランド、

ポーランド、ブルガリアその他のヨーロッパ諸地域では平均サイズ約 15

μmのホットパーティクルが認められた。ヨウ素 131、セシウム 137など

の揮発性元素のパーティクルは、数千㎞の範囲で拡散した。各ホットパ

ーティクルの放射能は 1 万 Bq に達した。このような放射性パーティク

ルは、たとえその人が低汚染区域にいたとしても、(水や食物、呼吸を通

じて)身体に取り込まれると高線量の放射線を生じ、微細な粒子(直径 1

μm 以下)は容易に肺に侵入し、大きめの粒子(直径 20～40μm)は上気道

に集中する。極めて危険であるが研究は進んでいない(甲全 515 号証の

20頁)。 

ⅸ 小結 

ウクライナ国内から黒海に排出されたチェルノブイリ原発事故由来の

放射性核種は、セシウム 137がおよそ 20TBq[20兆 Bq]、ストロンチウム

90が 200TBq[200兆 Bq]と見積もられている。放射性物質は、その後も河

川や地下水を通じ、また、野生動物の移動や森林火災などによる大気中

 

2 チェルノブイリ・ダストと呼ばれる。原子炉が爆発したとき、放射性の気体とエアロゾル

[煙霧質](ウランの核分裂によって生じたセシウム 137、ストロンチウム 90、プルトニウム

など）だけでなく、ウラン燃料とその他の放射性核種が溶け合ったパーティクル[粒子]を吐

き出した。これをホットパーティクルという。 
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の二次的な移動によって極めて広い範囲に拡散する可能性が指摘されて

いる。その他の地域に拡散された放射性物質はそれ以上であると推測さ

れ、上述のとおり世界中を汚染しこれら汚染は未だに解消されていない。 

(c) チェルノブイリ原発事故による健康被害 

｢ウクライナ国家報告｣は、チェルノブイリ原発事故による健康被害の

実態について、詳細な検証結果を明らかにしている。そのうちの幾つか

を抽出することにより、その深刻な被害の実態を明らかにする。 

ⅰ 幼少期に事故に遭い、避難した人々の健康状態 

小児期と思春期の身体は、機能的にも形態学的にも成人として識別し

うる大人と比べて、負の外的要因に対してより感受性が高いことが知ら

れている。 

チェルノブイリ原発 30km 圏内から避難したときに小児及び思春期で

あった男性と女性の(一次性疾患を)発症する絶対リスク3の評価による

と、1993～2007年の間に最高の絶対リスクを示した疾患は、神経系疾患・

消化器系疾患・循環器系疾患であった。感覚器官と神経系の疾患の中で

最も一般的であったのは、網膜の血管障害であり、1992～1998年に 3773

人を対象に調査を実施した。 

調査対象は、事故時の年齢を①第一小児期(4～7歳)、②第二小児期(女

児 8～11歳・男児 8～12歳)、③思春期(女児 12～15歳・男児 13～16歳)、

④青年後期(女性 16～20歳・男性 17～21歳)、の 4集団に分けて行われ、

電離放射線に被曝したことのない 105 人の対照群の調査データと比較し、

また、被曝した 4集団相互の間でも比較し検討がなされた。 

その結果、網膜の血管病変の有病率は、1000人あたり、①第一小児期

集団では 258.62、②第二小児期集団では 320.79、③思春期集団では

262.22、④青年後期集団では 267.39であった。この調査結果から、第一

に、被曝した各集団の相対リスクは、被曝したことのない対照群と比べ

高かったことが確認され、第二に、被曝した各集団のうち特に第二小児

期集団の有病率が最大で、この集団の網膜の血管障害のリスクを高めた

と結論づけられている。 

ⅱ チェルノブイリ核被害に被災した様々な子供達の集団における健康影

響 

 

3 被曝リスクは、被曝による影響である。 
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以下の内容は、放射線医学研究センターによる事故後 5 万人以上の子

供達の観察結果である。 

(i) 放射性ヨウ素被曝及びチェルノブイリ事故による、その他の好まし

くない要因に曝露した子供達の健康状態の変化 

① チェルノブイリ事故直後(1986年 4月 26日～1986年 9月 1日) 

事故直後の数日間に放射能危険区域から避難してきた子供達は、

咽頭の刺激と口腔内の金属味の知覚(55.7%)、頻発な空咳(31.1%)、

疲労(50.1%)、頭痛(39.3%)、めまい(27.8%)、睡眠障害(18.0%)、失

神(9.8%)、吐き気と嘔吐(8.0%)、排便障害(6.9%)を訴えた。子供達

の 31.0%には呼吸器の疾患が検出され、32.2%にはリンパ組織の過形

成、18.0%には心血管系の機能障害、9.4%は消化管、9.8%は肝臓肥大、

3.2%は脾臓、34.2%はヘモグラム(詳細な血球検査所見)に量的な変

化が、そして 92.2%にはヘモグラムに質的な変化が検出されている。 

② 事故から初期の数年間(1986～1991年) 

事故から初期の数年間においては、その他の器官と組織の機能的

障害が、最も典型的であった。30km圏内から避難した子供達及び汚

染地域に住む子供達の 70.3%には自律神経による血管機能障害の兆

候が見られた。40.0%には心臓の機能的変化、53.5%には非呼吸系の

肺換気と肺機能の侵害、82.4%には消化器系の機能障害が見られた。

多くの子供達に、甲状腺・免疫・呼吸器・消化器の疾患を発症する

リスクがあることが分かり、これは 1989～1990 年に具体的になっ

た(図 3.25)。 

(甲全 516 号証の 154頁) 
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③ 次の 5年間(1992～1996年) 

この期間は、慢性の身体疾患による機能の障害に移行しているこ

とによって、特徴付けられる。30km圏内から避難した子供達と汚染

地域に住む子供達の双方で、健康な子供の数が減少し、慢性の身体

疾患を持つ子供の数が増加した。甲状腺の被曝線量が 2.0Gy(≒

2.0Sv)を超えていた子供達の健康レベルが、最も低かった(図 3.26)。 

(甲全 516 号証の 155頁) 

 

④ 更に次の 5年間(1997～2001年) 

この期間には、30km圏内から避難した子供達と汚染地域に住む子

供達の双方で、子供の健康度の減少という一定した傾向が観察され

た。2001年における、子供の健康度による分布は、以下のとおりで

ある。 

30km圏内から避難した子供達には、第Ⅰ度(健康)の子供は 1人も

おらず、第Ⅱ度(慢性疾患に罹り易い)が 23.4%、第Ⅲ度(慢性疾患が

ある)が 63.9%、第Ⅳ度(重篤な疾患がある)が 12.7%であった。 

汚染地域に住む子供達では、第Ⅰ度が 6.3%、第Ⅱ度が 26.1%、第

Ⅲ度が 57.5%、第Ⅳ度が 10.1%と判定された。 
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(ⅱ) ジトームィル州4ナローディチ地区に住む子供達のコホート5を集

団線量によって、2.6man-Sv6(第一集団)と 9.4man-Sv(第二集団)の 2集

団(各 600 人)に分けた場合、第二集団に属する子供達は、呼吸器系疾

患(2.0 倍)、自律神経による血管機能障害(1.52 倍)、肝臓組織の繊維

症(2.3倍)、血液系の障害(2.5倍)の発生率が有意に高かった。 

(ⅲ) 17～18 歳の時点に於いて、30km 圏内からの避難者の 76.6%、汚染

地住民の 66.7%に、慢性的な身体疾患が現れている。これらの人達は

多くの慢性疾患という負荷を負いながら妊娠可能年齢に達した。この

ことが彼らの子孫の健康に影響を与えることは避けられないと指摘さ

れている。 

(ⅳ) プリピャチ市7及び 30km 圏内から子供時代に避難した人々を親に

持つ子供達を第Ⅰ集団とし、強制移住区域又は自主的避難移住区域に

住む子供達、並びに子供時代にチェルノブイリ原発事故を経験して両

区域に住んでいた経験がある或いはいまだに住んでいる親を持つ子供

達を第Ⅱ集団とした集団の健康に関する評価によれば、実際に健康な

子供の数は 10％を超えていない。健康状態の主な基準である身体的発

達は、62.40～62.58%の子供で不調和であった。第Ⅰ集団では、成長に

対しての体格不足の子供が多く、第Ⅱ集団ではそれに加えて成長不足

の子供の数が多かった。これら汚染地域に住む子供達のほぼ

1/4(24.6%)が身体的発達の不調和と共に、パスポート年齢に比べて生

物学的年齢の遅れがあった。 

 

4 チェルノブイリ原子力発電所は、キエフ州にあり、そのキエフ州の西に隣接するのがジト

ームィル州である。 

5 コホート(cohort)とは、異なる特性を持つ患者群をいい、これを時間の流れに沿って観察

し、その特性と疾患との関連性を調べようとする研究方法をコホート研究(cohort study）

という。 

6 man-Sv は、集団線量を表す単位。集団線量とは、集団の一人ひとりが受けた被曝量を合計

した値で、100 人が 1mSV を受けたら 100man-mSv で、10 人が 10mSv を受けたときも同じく

100man-mSv。個人の被曝影響(リスク）が被曝量に比例するなら、被曝集団に現れる影響(例

えばガン死数）は集団線量に比例する。 

7 プリピャチ市は、キエフ州の北部に位置し、市中心部から南に 4 ㎞ドニエプル沿いの人口

湖畔にチェルノブイリ原子力発電所がある。この人口湖の対岸にチェルノブイリ市がある

が、プリピャチ市の方がチェルノブイリ原発に近い。事故直前の人口は 5万人弱、その大半

がチェルノブイリ原発の従業員とその家族であった。今は市全体が廃墟となっている。 
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(ⅴ) キエフ州・ジトームィル州・チェルニーヒウ州8の汚染地帯に住ん

でいる子供達の白血病発症率の解析によると、2003年以降 1歳ないし

12 歳で白血病になる子供の数が増加していることが報告されている。 

ⅲ 甲状腺疾患 

(ⅰ) 甲状腺疾患の増加 

1992～1996年の間には、チェルノブイリ原発事故により被曝した患

者の間で、甲状腺疾患のリスクは 9倍増加し、Ⅱ型糖尿病は 2.4倍と

なった。事故処理作業従事者における内分泌疾患の毎年の増加率は、

成人住民全体よりも 3～5倍も高い。ウクライナの国家登録簿(SRU)(6

万 8145 人、観察期間 1988～2009 年)によると大部分が慢性(自己免疫

性)甲状腺炎・結節性甲状腺腫・後天性甲状腺機能低下症による、非腫

瘍性の甲状腺疾患発症率の増加も見られている(図 3.38、3.39)。 

(甲全 516 号証の 165頁) 

 

 

8 チェルニーヒウ州は、チェルノブイリ原子力発電所のあるキエフ州の東側に隣接する州で

ある。 
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(甲全 516 号証の 165頁) 

 

(ⅱ) ウクライナの小児及び青少年に於ける甲状腺癌 

今日、ハイリスク集団(事故当時 0～18歳)に於ける、チェルノブイ

リ核災害後の甲状腺癌発症率の有意な増加は最終的に証明されている。

即ち、このことは、世界の主導的な医学及び科学研究機関により、チ

ェルノブイリ原発事故の主要な健康影響として認知されている。この

悪性腫瘍の発生は、明らかに放射線の確率的影響である。子供時代に

チェルノブイリ原発事故により被曝した人々(特に当時 4 歳未満だっ

た人々)の甲状腺癌の過剰罹患率は、明らかに甲状腺被曝線量に依存し

ている。チェルノブイリ核災害の時に 18歳未満だった人々の中では、

被曝線量の高い人ほど甲状腺癌の有病率が高い。更に、事故前に生ま

れた子供達の罹患率は、事故後に生まれた子供達に於ける罹患率と比

べると、15 倍かそれ以上である。チェルノブイリ原発事故後(1986～

2008年)にウクライナで、1968～1986年に生まれた 6049人(事故当時

0～18歳)が手術を受け、形態学的にも｢甲状腺癌｣との確定診断を受け
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ている。その内の 4480人(74.1%)は小児(事故当時に 0～14歳、図 3.41)

で、1569 人(25.9%)は青少年(事故時に 15～18歳、図 3.42)であった。 

(甲全 516 号証の 168頁) 

 

(甲全 516 号証の 168頁) 

 

ⅳ 神経精神医学的影響 

チェルノブイリ核災害による長期的な神経精神医学的影響は、世界的

に知られている。その原因については議論があるが、近年｢低線量の放射

線被曝であっても、大脳への影響として病変を引き起こしうる｣という多

数のデータが得られている。図 3.75 は、その概要を示したものである。 
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(甲全 516 号証の 196頁) 

 

放射線被曝線量依存的な大脳症状に関する近時のデータは、表 3.39に

まとめられている。 

(甲全 516 号証の 197頁) 
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表 3.39の内容は次のとおりである。 

チェルノブイリ核災害により胎内被曝した胎児には、認知機能障害及

び神経生理学的障害が見られた。その発現条件は、妊娠 8 週を過ぎた胎

児では、20mSv超の外部被曝且つ 300mSv超の甲状腺内部被曝、妊娠 16～

25 週の胎児では、10mSv 超の外部被曝且つ 200mSv 超の甲状腺内部被曝

であった。小児期に於ける放射線被曝は、成人してからの認知機能低下

や、後年に統合失調症を含む精神疾患と線量依存的な関連がある。小児

期に大脳への 0.1～1.3Gy(≒0.1～1.3Sv)の被曝を受けることにより、放

射線による晩発的な大脳の損傷が観察されることもある。 

成人に於ける放射線影響は、0.15～0.25Sv超の被曝線量に於いて観察

されている。成人期の被曝は、神経変性の傾向がある慢性疲労症候群、

認知機能障害や神経精神医学的疾患、中枢神経系の老化の加速や、新し

い形態の統合失調症に対する、リスク要因である。 

(d) ウクライナの経済的損失 

ⅰ 直接損失 

直接損失には、チェルノブイリ原発周辺と、プリピャチ市、チェルノ

ブイリ市を含む 30km圏内の立入禁止区域内の、インフラストラクチャー

が受けた被害による損害が含まれる。表 4.1 のとおりチェルノブイリ事

故によって立入禁止区域内の物的資本が使用不能となったことに伴う直

接損失の総額は、10億 1060万 RUB(13億 3900万 USD)に上る。 

(甲全 516 号証の 214頁) 
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上記損失に加え、事故影響の除去作業に使用されて汚染され廃棄され

た、作業用特殊車両の損害が 3350万 RUB(4600万 USD)である。立入禁止

区域内の総損失額は、表 4.2 のとおり、10 億 4410 万 RUB(13 億 8500 万

USD)である。 

(甲全 516 号証の 214頁) 

 

更に、立入禁止区域外での物的資本への直接損失は、6億 RUB(8億 4000

万 USD)である。 

従って、立入禁止内外の直接損失を合計すると、16億 4410 万 RUB(22

億 2500万 USD)になる。 

ⅱ 直接経費 

事故処理及び事故後の対策費用は、被災者の社会保障・専門医療支援・

研究開発・放射能モニタリング・環境の生態学的修復・環境修復と放射

性廃棄物処理・資本投資・立入禁止区域内での作業・その他の活動類型

に割り当てられた経費の総額に基づいて計算され、1986～2010 年の 25

年間で 305億 USDに達する。 

更に、チェルノブイリ原発の廃炉と石棺の生態学的に安全なシステム

の転化を行うための2006年から100年計画(国家計画)の費用が4億7000

万 USDと見積もられている。 

ⅲ 間接損失 

ウクライナが蒙る 2015 年(事故から 30 年後)までの間接損失は表 4.3

のとおり試算されている。 

(甲全 516 号証の 215頁) 
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表中の、｢農地・森林・水資源の使用不可による損失｣とは、チェルノ

ブイリ原発事故由来の放射性核種による汚染により、2015 年(事故から

30年間)まで農地等が使用できないことによる損失である。 

同じく、｢電力不生産による逸失利益｣とは、チェルノブイリ原発が電

力生産をしなかったことによる 30年間の逸失利益である。 

同じく、｢原発開発の稼働停止による損失｣とは、チェルノブイリ原発

の全ての炉が耐用年数より早く閉鎖されたことによる損失である。 

ⅳ 小結 

2010年時点における、チェルノブイリ原発事故によってウクライナが

蒙った損失の最終総額としては、1984 億 0244 万 USD にのぼるとされて

おり、その損失額は将来に向けた損失の全てをカバーしていないとして

いる。 

このようにチェルノブイリ核災害は、膨大な損失をウクライナ、ベラ

ルーシ、ロシア三国にもたらした。中でも電力・製造業・農業・水資源

管理・漁業などの不生産としての間接損失が特に甚大であることが指摘

されている。 

また、チェルノブイリ原発事故によりウクライナ経済に課された荷重

と除去活動の大きさは、依然として、核災害の最も重大な影響で在り続

けている。影響を最小限に抑える為の出費は、今後数十年に亘って国家

の経済発展を困難にし、住民生活の質と水準を悪化させるであろうと｢ウ

クライナ国家報告｣は指摘している。 

 

第２ 福島第一原発事故(控訴人ら準備書面 30) 

１ 福島第一原発事故の概要 

福島原子力発電所事故調査委員会作成の報告書(以下、｢国会事故調報

告書｣という)によると、事故の内容は、以下のとおりである(甲全 859 号

証)。 
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電源喪失した中、原子炉を冷却することができず、加熱した燃料集合

体と直接接触した水、蒸気が燃料被覆管のジルコニウムと反応し、水素

ガスを発生させ、この水素は原子炉建屋の上部に蓄積し、発火したこと

により 3 月 12 日、14 日にそれぞれ 1 号機、3 号機の原子炉建屋で水素

爆発が発生した。これらの水素爆発等により、ガス状、エアゾルの形態

での放射性核種が外部環境に放出された。 

放射性物質の放出は、大気中の放出、海水系・地下水系への放出が考

えられている。  

人への健康影響評価に関連する主要な放出は、①外部被ばくと、吸入

による内部被ばく並びに被ばくした農作物の摂取に伴う間接的内部被ば

くに関わる大気中への放出と、②水産物などの摂取を通じた内部被曝に

関わる海水への流出(放出)が考えられる。なお、この他に、地下水系へ

の原子炉からの直接的流出が存在する。 

２ 原発事故がもたらす重大かつ広範な放射能汚染  

原発事故による被害は、原子炉内に閉じ込められていた極めて有害な放

射性物質が大気中や海中に拡散することによりもたらされる。原子炉から

放出される放射性物質は、主に、セシウム 134、セシウム 137、ヨウ素 131、

ストロンチウム 89、ストロンチウム 90、プルトニウム 238、テルル 129、

銀 110mなどである。 

環境省ホームページ(甲全 860 号証)によると、ヨウ素 131、セシウム

134、セシウム 137、ストロンチウム 90、プルトニウム 239 がとりわけ健

康や環境への影響が大きいとされており、半減期(物理的半減期)と人体

に蓄積する器官・組織は、次の表に定めるとおりである。 
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セシウム 134 とセシウム 137 を比較すると、放出されるガンマ線のエ

ネルギーはセシウム 134 の方が大きいため、初期の被ばく量への寄与は

セシウム 134 の方が大きい。セシウム 134 の半減期は 2.1 年、セシウム

137 の半減期は 30 年である。従って、長期においてはセシウム 137 が最

も寄与度が大きく、中期においてはセシウム 134 がこれと同等ないしそ

れ以上に重要であることが指摘されている。 

ストロンチウム 90 の半減期は 29 年、プルトニウム 239 に至っては半

減期が 2 万 4000 年と途方もない年月である。上記表により明らかなと

おり、ヨウ素 131 は、甲状腺に、セシウム 134、セシウム 137 はいずれ

も全身に、ストロンチウム 90 は骨に、プルトニウム 239 は肝臓、骨にそ

れぞれ蓄積することが明らかとなっている。 

このように、放射性物質による被害は、極めて長期に及び、人体への

影響も計り知れず、人間の活動時間からすれば半永久的に続くと言って

も過言ではない。 

また、放射性物質から放出される放射能は目に見ることができず、本

人が気づかない間に被ばくするという特殊性も有し、避難などの際には

見えない恐怖に晒されるという点も指摘できる。 

さらには、放射性物質から放出される放射線の人間を含めた生物への

影響は、遺伝子そのものを損傷するため、世代を超えて引き継がれる。 
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３ 原発事故に伴う放射性物質の放出と汚染された地理的範囲 

原発がひとたび過酷事故を起こした場合、原子炉からは大量の放射性物

質が環境中に放出される。そして、大量に放出された放射性物質は広く拡

散し、住民の生活環境を汚染し、田畑や牧草地、山林、そして、川や海な

どあらゆるものを汚染する。その結果、住民の生活の場を奪い、農業、林

業、水産業等様々な産業の基盤を崩壊させる。それだけではなく、尊い人

命や住民らの健康までをも奪う。これは想像の話などではなく、福島第一

原発事故を通して明らかになった現実である。 

放射性物質が大量に環境中へ放出されるような過酷事故が発生した場合、

広範な地域が放射能により汚染されることになる。 

福島第一原発事故で大気中に放出された放射性物質の総量は、ヨウ素換

算(国際原子力指標尺度〈INES 評価〉)にして約 900PBq(ヨウ素：500PBq、

セシウム 137：10PBq)とされており、チェルノブイリ原子力発電所の事故

における INES 評価 5200PBq と比較して約 6 分の 1 の放出量になる(甲全

861号証)。 

放射能の空間線量率は、航空機モニタリングで、19.0μSv/hを超える範

囲は、2011 年 5 月 26 日において福島第一原発から 30km 圏を超えており、

9.5μSv/h を超える範囲は、2011 年 10 月 13 日においてほぼ 50km 圏に及

んでいる(図 1、図 2 参照)。汚染の範囲は事故時の気象状況にもよるが、

福島第一原発事故では、北は札幌、南はうるま市(沖縄県)まで広範囲にヨ

ウ素 131やセシウム 134が降下したとされる(甲全 343号証、同 344号証)。

同事故から 4 年経過後においても、セシウム 134や同 137の降下は、微量

ではあるが、北は盛岡市、南は長野市で確認されている(甲全 345号証)。 
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図 1 2011 年 5 月 26 日時点の航空機モニタリングによる空間線量率

(http://ramap.jmc.or.jp/map/map.html より)。同心円は内側より

30km圏、50km圏、100km圏、150km圏、250km圏を示す。 

 

図 2 2011 年 10 月 13 日時点の航空機モニタリングによる空間線量率

(http://ramap.jmc.or.jp/map/map.html より)。同心円は内側より 30km

圏、50km圏、100km圏、150km圏、250km圏、350km圏、450km圏を示す。 
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４ 福島第一原発事故の被害の範囲と程度は、偶然の幸運であった 

1986年に発生したチェルノブイリ原発事故から 25年後の 2011年に福

島第一原発事故が発生した。その福島第一原発事故から 15 年が経過し

た。放射性核種の放出の点からみると、福島第一原発事故は、チェルノ

ブイリ原発事故の 6 分の 1 の量とされている。しかしながら、この放射

性核種の量とその広がりにとどまったことは、全くの幸運であったこと

が明らかとなっている。当時の事故発生後の幸運とはどのようなことで

あったのか、ここで再度、福島第一原発事故における｢最悪のシナリオ｣

を見ておくこととする。 

(1) ｢最悪のシナリオ｣とは 

福島第一原発事故の際、｢最悪のシナリオ｣が検討された。そのシナリオ

が不幸にも実現した場合の被害想定を｢線量評価結果について｣という項

目で記載している。 

それによると、 

第一段階として、1 号機を念頭に置いた水素爆発が発生した段階では、

20km の避難区域の範囲を変える必要はない。 

第二段階として、続いて、4 号機使用済み核燃料プールにおける燃料破

損に続くコアコンクリート相互作用が発生して放射性物質の放出がされ

た場合には、50km の範囲では避難が行われるべきである。110km の範囲に

おいて、ある程度の範囲に土壌汚染レベルが高いため、移転を求めるべき

地域が生じる、また、年間線量が自然放射線レベルを大幅に超えることを

理由に移転を希望する人々にはそれを認めるべき地域が 200km までに及

ぶ。 

第三段階として、続いて他の号機のプールにおいても燃料破損に続いて

コアコンクリート相互作用が発生して大量の放射性物質の放出が始まる

が、この段階での強制移転を求めるべき地域が 170km 以遠にも生じる可

能性があり、同様に移転を希望する場合を認めるべき地域が 250km 以遠

にも発生する可能性がある。 

これらの範囲は、時間の経過とともに小さくなるが、自然(環境)減衰に

のみ任せるならば、上記 170km、250km という地点で数十年を要する。 

上記｢最悪のシナリオ｣で想定された 170km 圏内には、福島県全域、人口

100 万人を超える東北最大の都市である仙台市を含む宮城県全域、山形県

のほぼ全域、茨城県のほぼ全域、栃木県のほぼ全域、新潟市を含む新潟県

の大半が含まれることになる。250km の範囲は、更に東京まですっぽりと

覆う範囲である。 
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｢最悪のシナリオ｣が不幸にも現実のものとなったとすれば、これらの範

囲で 50 年間日常生活が不可能となり、経済活動も不可能となったのであ

る。 

(2) 「最悪のシナリオ｣の要点  

｢最悪のシナリオ｣が示す重要な点は、以下のとおりである。 

第一に、1 号機の爆発又は 4 号機使用済み核燃料プールの崩壊により、

福島第一原発の全てが制御不能となること、その先にはチェルノブイリ原

発事故と同程度またはこれを上回る被害が想定されていること、すなわち

この二つの危険性が現実味を帯びて検討されている点である。 

第二に、｢最悪のシナリオ｣の示す被害の想定の考え方である。すなわち、

｢最悪のシナリオ｣は被害想定にあたり、セシウム 137 の地表汚染分布を

算出し、指標となる汚染密度を超える領域を分析したが、その際の指標と

なる汚染密度は、チェルノブイリ原発事故の際の強制移転：1480Kbq/㎡、

移転：555Kbq/㎡の基準を使用したことである。チェルノブイリ原発事故

と同様の基準で検討した結果、強制移転、移転の範囲が 170km、250km の

範囲となり、その範囲は数十年継続することを示したものである。まさに

チェルノブイリ原発事故に比肩する想定である。 

(3) ｢最悪のシナリオ｣は幸運にも実現されなかった 

この｢最悪のシナリオ｣は全く偶然の事情で、幸運にも現実のものとはな

らなかった。｢最悪のシナリオ｣が避けられた事態を福井地裁判決(甲全 51

号証の 60～61 頁)は以下のとおり判示している。 

｢平成 23 年 3 月 11 日当時 4 号機は計画停止期間中であったことから使

用済み核燃料プールに隣接する原子炉ウェルと呼ばれる場所に普段は張

られていない水が入れられており、同月 15 日以前に全電源喪失による使

用済み核燃料の温度上昇に伴って水が蒸発し水位が低下した使用済み核

燃料プールに原子炉ウェルから水圧の差で両方のプールを遮る防壁がず

れることによって、期せずして水が流れ込んだ。また、4 号機に水素爆発

が起きたにもかかわらず使用済み核燃料プールの保水機能が維持された

こと、かえって水素爆発によって原子炉建屋の屋根が吹き飛んだためそこ

から水の注入が容易となったということが重なった。そうすると、4 号機

の使用済み核燃料プールが破滅的事態を免れ、上記の避難計画が現実のも

のにならなかったのは僥倖ともいえる｣ 

上記判決で指摘するように、｢最悪のシナリオ｣から免れたのは全くの幸

運であったと言うことができる。 

そして、本件原発(大飯、高浜、美浜)の各使用済み核燃料プールの危険

性については、控訴人ら準備書面 3 の 22 頁以下で述べたとおりである。 
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(4) ｢最悪のシナリオ｣はチェルノブイリ原発事故大惨事の再来 

チェルノブイリ原発事故による被害は、これまで見てきたように大惨事

であった。放射性核種の放出の点から見ると、福島第一原発事故は、チェ

ルノブイリ原発事故の 6 分の 1 の量であるとされている。しかしながら、

全く偶然の事情でその実現が回避された｢最悪のシナリオ｣が現実のもの

となったと仮定すると、日本各地に与えたであろう影響はチェルノブイリ

事故の影響を遙かに上回ったのではないかと推測される。 

チェルノブイリ原発事故の現場は広大な大陸内にあり、大都市には比較

的離れた場所であった。チェルノブイリから北東には当時のモスクワ(事

故当時はソビエトの末期であり、ソビエトの首都であった)があり、モス

クワ市には 900 万人もの住民が居住していた。チェルノブイリ原発事故

が発生した直後、放射性物質がモスクワに到達することを恐れ、政府はチ

ェルノブイリとモスクワの間で人工の雨を降らせてモスクワに放射能が

到達することを防いだ。ちなみに、人工降雨にさらされた住民は､人工降

雨の事実を知らされないまま 15 年間、放射能汚染された土地に暮らし続

けた(甲全 915 号証)。 

福島第一原発事故が発生し、｢最悪のシナリオ｣が不幸にも現実のものと

なった場合には、当時のモスクワの人口を遙かに上回る首都圏の人口 3000

万人を超える人が避難する事態に発展した可能性がある。 

その際の事態は、想像を絶する。そもそも 3000 万人を超える(2024 年

首都圏人口は約 3700 万人とされている)人達がどの様な交通手段で避難

するのであろうか。3000 万人を超える人の避難といってもどこに避難先

があるのであろうか。避難先では食料、水、住居はどうするのか、考えも

及ばない。福島第一原発事故での避難に際し、20km 圏内の住民の避難で

さえ困難を極め、病院に入院されている患者等に多くの死者が出たことは

周知のとおりである。避難の困難さについては、控訴人ら準備書面 30 で

既に述べたとおりである。結局、3000 万人以上の人は避難できずに放射

能にさらされる事態となったことは、容易に想像できることである。そし

て、50 年に亘り、経済活動が制限され、首都機能が不全に陥ったであろ

うことは明らかである。 

本件若狭湾の原発に事故が発生したときには、どの様な事態が予想され

るのであろうか。 

近時、若狭湾周辺では、複数の原発の事故を想定した避難訓練が実施さ

れたと報じられている。一つの原発に事故があれば、近隣する若狭湾の原

発にも影響が及ぶことが当然の前提となる。既に控訴人ら準備書面 3(30

頁以下)で述べたとおり、若狭湾の原発から半径 100km の圏内には、福井
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県、京都府、滋賀県は完全に含まれ、大阪、兵庫、三重、奈良、岐阜の各

府県の多くの地域が含まれる。福島第一原発事故の｢最悪のシナリオ｣をこ

れに当てはめて 170km 圏を強制移住地域とした場合には、大阪、兵庫、奈

良、三重の各府県の大部分の地域の住民が強制移住の対象となる蓋然性が

極めて高い。これら住民は、どこに、どの様に移住するというのであろう

か。移住などできないことは火を見るより明らかである。また、近畿の水

がめである琵琶湖が汚染されることになれば、これを飲料水として使用す

る広範な地域の住民が、汚染された水を摂取せざるを得ないことになり、

チェルノブイリ原発事故の健康被害の再来とならざるを得ない。 

われわれは、1986 年 4 月 26 日のチェルノブイリ原発事故を経験し、ほ

ぼ 25 年経過した 2011 年 3 月 11 日に福島第一原発事故を経験した。 

本準備書面で明らかなように、チェルノブイリ原発事故は、甚大な健康

被害を発生させた。その被害の中心は社会的弱者である子ども達に及んで

いる。本準備書面で明らかにした健康被害の内容の多くは、｢ウクライナ

国家報告｣によっているが、いうまでもなくベラルーシやロシアなど広大

な地域に被害は及んでいる。その意味では、健康被害の一端を紹介したに

過ぎない。また、健康被害もここで述べた被害に止まらないことはいうま

でもない。さらに、健康被害以外の土壌汚染被害、動植物に対する影響等、

これまで経験したことのない今後現れるであろう異常事態にも今後対応

が迫られることが予想される。 

 

第３ チェルノブイリ原発事故から 40 年・福島第一原発事故から 15 年 

 １ チェルノブイリ原発事故から 40 年 

(1) 新たに発覚した被害 

チェルノブイリ原発事故の被害については、既にウクライナ住民の健

康被害を中心に述べている。そこで触れていなかった事故直後の直接被

害について記しておくことにする。 

ソ連崩壊後の 1992 年 4 月に、ジャーナリストでソ連最高会議議員で

あったヤロシンスカヤがイズベスチア紙で暴露した共産党議事録(秘密

議事録)によると、周辺住民の健康被害について、以下のとおりの内容で

ある(甲全 916 号証)。 

5 月 4 日 この日までに病院に収容された者 1882 人。検査した人数全

体は 3 万 8000 人。様々なレベルの放射線障害が現れた者 204 人、うち

幼児 64 人、18 人重症。 

5 月 6 日 9 時の段階で病院収容者は 3454 人に達する。うち入院治療

中は 2609 人で幼児 471 人を含む。確かなデータによると放射線障害は
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367 人で、うち子ども 19 人、34 人が重症。モスクワ第 6 病院では、179

人が入院治療中で、幼児 2 人が含まれる。 

5月 12日 ここ数日で病院収容 2703人追加。これは主にベラルーシ。

678 人退院。入院治療中は 1 万 198 人、うち 345 人に放射線障害の症状

あり。子どもは 35 人。事故発生以来 8 人が死亡。重症は 35 人。 

なお、旧ソ連政府、それを引き継いだロシア政府の公式見解では、一

般住民に急性放射線障害は一件もなかったとされていた(甲全 916 号証)。 

事故から 3 年を経過した 1989 年、ベラルーシの新聞にセシウム 137 の

詳細な汚染地図が発表された。セシウム 137 の半減期は 30 年と長く、農

作物へ移行しやすいので原発事故の長期的汚染の主役とされる。この地

図によると、原発から 200 ㎞、500 ㎞離れたところにも汚染地域が広が

っていたことが判明している。ウクライナ、ベラルーシ、ロシアを含め

ると、事故直後の 1986 年に避難した住民 13 万 5000 人に加え、その後

に移住した住民 28 万人合計 40 万人を超える住民が住み慣れた家を追わ

れることになった。 

チェルノブイリ原発事故で、ウクライナでは約 9 万人が健康被害を受

けたと認定され、ウクライナ国土の 5％、約 3 万 8000 ㎢が汚染された。

これは九州全体の面積に匹敵する。 

ベラルーシでは、実に国土の 23％にあたる約 4万 6000㎢が汚染され、

甚大な被害を被っている。 

これらの放射能汚染は世代を超えて続く。セシウム 137 の半減期は 30

年、プルトニウム 239 の半減期は実に 2 万 4000 年であり、放射能を放

出し続ける年数は想像を絶する。 

(2) チェルノブイリ原発の今(甲全 917 号証) 

事故を起こしたチェルノブイリ原発 4 号機の今はどうなっているので

あろうか。 

事故を起こしたチェルノブイリ原発 4 号機は、事故の年である 1986 年

10 月、事故から 6 ヶ月を経て石棺で覆われた。鋼鉄と鉄筋コンクリート

で作られた約 4000 トンの構造物であったが、急ごしらえで構造的な弱

点を抱えていた。2003 年、新たな格納構造物｢新安全閉じ込め建屋(NSC)｣

の建設が発表され、G7 の国々を中心に、40 カ国以上の国から 30 億ユー

ロ(約 5000 億円)が提供された。NSC は、幅 270 メートル、高さ 100 メー

トルの巨大な鋼鉄のアーチで(自由の女神より高いとされる)、重さ 3 万

1000 トンの巨大な構造物である。NSC 内には、爆発した原子炉内の放射

性燃料の約 95％が現在でも残されている。核燃料が安全なレベルに達す
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るまでには数万年を要するとされるが、この構造物は、100 年の耐久性

しかない。 

(3) ロシアのウクライナ侵攻による原発の危機(甲全 918 号証) 

2025 年 2 月 14 日、ロシア製の攻撃ドローン｢シャヘド 136｣が NSC の

北西部分に穴を空け、火災を引き起こした。チェルノブイリ原子力発電

所のゼネラルディレクター、セルヒー・タラカノフ氏によると、｢アーチ

の外側と内側の両方の外装に穴が開き、その後火災が数週間続いた。内

部の気密膜が広範な区域にわたって焼失した｣とのことである。消火作業

員たちは火災を局所化しようと、NSC に 340 カ所の小さな穴を開けたこ

とから、それ自体が更なる損傷となった。 

国際原子力機構(IAEA)は、ドローン攻撃から 10 ヶ月後の 2025 年 12

月、現地調査の結果を公表したが、これによると、NSC は、｢封じ込め能

力を含む主要な安全機能を失った｣としている。これは、放射性物質を外

部環境から遮断しながら廃炉作業を進めるという本来の機能が、現時点

で果たせなくなったことを意味すると評価されている。石棺の内部には

今も 190 トンの二酸化ウラン燃料と大量の放射性粉塵が存在し、チェル

ノブイリ発電所のタラカノフ所長は、｢その粉塵は、舞い上がって雲を形

成し、どこへでも流れていく可能性がある｣と警告している。環境 NGO グ

リーンピースも 40 周年前に報告書を公表し、｢NSC の封じ込め機能は完

全には回復できない｣｢石棺の内部には 4 トンの高放射性粉塵、燃料ペレ

ット、膨大な量の放射性物質がある。NSC が機能していない今、放射性

物質が漏れ出す可能性がある｣と指摘している。タカラノフ氏によると、

｢万が一ミサイルが NSC を直撃し石棺が崩壊すれば、数百トンの核燃料

含有物が放出される｣と警告している。このような危機的な事態がチェル

ノブイリ原発事故現場の現状である。 

さらに、ウクライナ南東部に位置するザポリージャ原子力発電所は、

戦禍の最中で危機に直面している。2022 年ロシア軍の管理下に置かれ、

全炉が停止している。戦争開始以来、｢全停電｣は 14 回を数え、継続的に

核安全上の危機的な状況を呈している。 

これらチェルノブイリ原発の現状、ザポリージャ原発の現状は、何を

明らかにしているのであろうか。正常に稼働している原発も含め、まし

て、大事故を発生させたことにより厳格な監視と対応が不可欠な原発に

おいて、周囲を安全に保つことは、極めて困難であることを示している。

これらの放射能汚染は世代を超えて続く。セシウム 137 の半減期は 30

年、プルトニウム 239 の半減期は実に 2 万 4000 年であり、放射能を放

出し続ける年数は想像を絶することは既に述べたとおりである。このこ
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とを踏まえるならば、チェルノブイリ原発事故の影響は現在進行形であ

り、被害の危険は去っていないと言えるのである。 

２ 福島第一原発事故から 15 年(甲全 919 号証の 1～2） 

(1) チェルノブイリ原発事故との比較 

ウクライナでは、事故の 5 年後にチェルノブイリ法ができている。こ

の法律には、汚染地域の区分、原発事故被災者の区分と区分毎の支援策

が定められている。 

汚染地域の区分としては、①隔離ゾーン(1986 年に住民の避難が行わ

れた地域)、②無条件(強制)移住ゾーン、③自主的移住保障ゾーン、④放

射能監視強化(強化された放射能環境監視)ゾーンに区分されているが、

②無条件(強制)移住ゾーンは、年間 5.0msv を超える可能性がある地域

とされている。 

これに対し、福島第一原発事故においては、2012 年 4 月以降、年間

50msv 超の地域を帰還困難区域、年間 20msv 超のおそれのある地域を居

住制限区域、年間 20msv 以下となることが確実であることが確認された

地域を避難指示解除準備地域と指定して、住民の帰還を進めている。 

福島県によると、福島第一原発事故、地震、津波による県民の避難者

は、2012 年 5 月に少なくとも 16 万 5000 人(県外避難 6 万 2000 人、県内

避難 10 万 3000 人)であった。国の避難指示は、11 市町村(浪江町全域、

双葉町全域、大熊町全域、富岡町全域、葛尾村全域、飯館村全域、川俣

町、南相馬市、田村市、川内村、楢葉町)に出され、7 市町村(浪江町、双

葉町、大熊町、富岡町、葛尾村、飯館村、南相馬市)が帰還困難区域に指

定された。 

2012 年 12 月、政府は、年間 20msv 以下の地域は、避難指示を解除す

る方針を打ち出した。その後、現在までに帰還困難区域の指定は一部解

除されたが、それでも、名古屋市の面積に近い 309 ㎢が指定されたまま

となっている。 

避難指示区域には原発事故時には 8 万 9000 人が居住していたが、2026

年 1 月末時点での居住者は(他地域からの転入者である新住民も含め)、

1 万 8000 人である。避難指示解除された地域でも居住者は増えないのが

現状である。 

このように、チェルノブイリ原発事故の場合には、無条件(強制)移住

ゾーンは、年間 5.0msv を超える可能性がある地域とされるのに対し、福

島第一原発事故においては、年間 20msv が基準となり、帰還が推奨され

ているが、安全であるのか危惧される。チェルノブイリに比べて 4 倍も
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の基準で帰還を推奨している福島においても、名古屋市の面積に近い309

㎢が帰還困難地域となっているのである。 

福島第一原発事故により、現時点で帰還困難地域として指定されてい

る地域等、今後 100 年単位で居住できない地域が現に存在するのである。

汚染された森林の除染はそもそも不可能であり、平地の除染を行っても、

森林からあるいは除染が不可能な箇所からの雨風による汚染は繰り返さ

れ、安全に除染される地域は極めて限られることになっている。 

(2) 小児甲状腺癌の増加(甲全 920 号証) 

チェルノブイリ原発事故における子ども達への健康被害については、

既に前述したとおりである。福島県は、事故の年の 2011 年 10 月から、

事故当時 18 歳以下であった子ども約 37 万人（その後、2012 年 3 月 31

日までに出生した子どもを加えて約 38 万人）を対象に福島県県民健康

調査甲状腺検査を開始した。「県民健康調査検討委員会」の 2026 年 5 月

12 日の発表によれば、悪性疑いを診断された者は 367 人（内１人は良性

と判明）、うち甲状腺の摘出術を受けて悪性であることが確定した者が

309 人、上記甲状腺検査以外で甲状腺がんの手術を受けた者が 47 人、合

計して 413 名が悪性・悪性疑いと診断されていることが分かった。もと

もと小児甲状腺がんは、年間 100 万人あたり 2 人程度しか発症しない極

めて稀な病気であるにもかかわらずである。福島第一原発事故前と比較

すると数十倍の多発であることが明らかである。 

 https://www.ourplanet-tv.org/53199/ 
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第４ チェルノブイリ原発事故と福島第一原発事故から何を教訓とするべきな

のか 

 次の二点が指摘できる。 

第一に、原発は事故が起これば取り返しのつかない被害が発生すること

である。二つの事故共、直後の被害が甚大であったこと、その被害は、生

命、身体、財産への被害のみならず、地域社会を崩壊させ、職場を奪い生

活基盤まで崩壊させる広範囲で深刻なものであった。 

しかも、チェルノブイリ原発事故を見ると、事故から 40 年経った現在

も、石棺で覆うだけの措置で、なおかつ、その石棺も破損している状態で

あることは前述したとおりである。 

一度事故が起これば、何百年単位で事故の後処理をせざるを得ず、チェ

ルノブイリ原発へのドローンによる攻撃があったことからも分かるとおり、

戦争等不慮の事態への対策を含めた将来的な管理は不可能であると言わざ

るをえない。 

また、ザポリージャ原発への攻撃の事実から、原発のあやうさは、事故

を起こした原発に限られない。 

他方、福島第一原発事故から 15 年を経過した現時点でも、デブリ取り出

しすら極僅かしか実行できず、大幅な予定の変更が余儀なくされ、廃炉の

見通しは全く立っていない。 

二つの原発事故共、放射性核種の半減期から考えるに、場所によっては、

半永久的に復旧は困難であると言わざるをえないのである。 

第二に、原発事故の原因を 100％なくすことは不可能であることである。 

チェルノブイリ原発事故では、原発そのものの構造的・技術的な欠陥の

存在と共に人為的ミス(ヒューマンエラー)が大事故の原因であったことが

明らかとなっている。そして、ヒューマンエラーは、100 パーセント未然

に防ぐことは不可能である。 

他方、福島第一原発事故は、直接的な引き金は、大地震と津波であった。

すなわち、人知の及ばない自然災害が引き金となった大惨事であった。 

地震の予知、火山噴火の予知、津波の予知は、時期の点においても規模

の面においても、具体的にはきわめて困難であること、従って、いつどこ

でどのような自然災害が発生するのかの把握は困難であることを十分に踏

まえなければならない。 

福島第一原発事故の国会事故調の報告書によると、この点につき、以下

のとおりの重要な指摘をしている(甲全 863 号証)。 

｢当委員会の調査によれば、3.11 時点において、福島第一原発は、地震

にも津波にも耐えられる保証がない、脆弱な状態であったと推定される。
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地震・津波による被災の可能性、自然現象を起因とするシビアアクシデン

ト(過酷事故)への対策、大量の放射能の放出が考えられる場合の住民の安

全保護など、事業者である東京電力(以下｢東電｣という)及び規制当局である

内閣府原子力安全委員会(以下｢安全委員会｣という)、経済産業省原子力安全・

保安院(以下｢保安院｣という)、また原子力推進行政当局である経済産業省(以

下｢経産省｣という)が、それまでに当然備えておくべきこと、実施すべきこと

をしていなかった。｣ 

｢当委員会の参考人質疑で、安全委員会が、深層防護(原子力施設の安全

対策を多段的に設ける考え方。IAEA〈国際原子力機関〉では 5 層まで考慮

されている)について、日本は 5 層のうちの 3 層までしか対応できていな

いことを認識しながら、黙認してきたことも判明した。規制当局はまた、

海外からの知見の導入に対しても消極的であった。｣ 

｢今回の事故は、これまで何回も対策を打つ機会があったにもかかわらず、

歴代の規制当局及び東電経営陣が、それぞれ意図的な先送り、不作為、あ

るいは自己の組織に都合の良い判断を行うことによって、安全対策が取ら

れないまま 3.11 を迎えたことで発生したものであった。｣ 

そして、｢何度も事前に対策を立てるチャンスがあったことに鑑みれば、

今回の事故は｢自然災害｣ではなくあきらかに｢人災｣である。｣とも述べて

いるのである。 

チェルノブイリ原発事故の原因であるヒューマンエラーはゼロにするこ

とはできないし、また、福島第一原発事故の引き金であった大地震と津波

もゼロにすることはできない。しかも、福島第一原発事故は人災であると

も指摘されているのである。 

事故が起こればとり返しのつかない甚大な被害が発生するという、チェ

ルノブイリ原発事故と福島第一原発事故の教訓を踏まえ、｢原発事故は起こ

りうる｣ことを前提にしなければならない。 

本訴において、被控訴人は、規制委員会の判断を盾にして原発は安全で

あることを主張し、事故は起こりうるという認識を前提にしているとは到

底思われない主張を展開してきた。原判決にも、二つの大事故に言及した

論述はなく、二つの大事故を前提として、事故は起こりうるという認識に

立っているとは到底思えない。 

福島第一原発事故についての国会事故調査委員会は報告書を提出し、そ

の中で 7 つの提言をおこなっている。その提言はいずれも重要な内容を指

摘しているが、以下の点が極めて重要である(甲全 921 号証)。 

提言 4 においては、｢提言 1 に示した規制機関の監視・監督に加えて、事

業者が規制当局に不当な圧力をかけることのないように厳しく監視する必
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要がある。」として、｢電気事業者のガバナンスの健全性、安全基準、安全

対策の遵守状態等を監視するために、立ち入り検査権を伴う監査体制を国

会主導で構築する」としている。しかしながら、事故から 15 年を経過した

現在においても国会主導の監査体制は構築されていない。 

また、提言 6 においては、「原子力法規制が、内外の事故の教訓、世界の

安全基準の動向及び最新の技術的知見等が反映されたものになるよう、規

制当局に対して、これを不断かつ迅速に見直していくことを義務付け、そ

の履行を監視する仕組みを構築する。」とし、さらに、「新しいルールを既

設の原子炉にも遡及適用すること（いわゆるバックフィット）を原則とし、

それがルール改訂の抑制といった本末転倒な事態につながらないように、

廃炉すべき場合と次善の策が許される場合との線引きを明確にする。」とし

ている。 

上記提言 6 の指摘する「世界の安全基準の動向」とは、IAEA の 5 層の防

護であることは明確であるが、未だに 5 層の防護は実現していないし、バ

ックフィットもなおざりのままである。 

これらを放置したままでの原発の運転は、福島第一原発事故の教訓を踏

まえたものとは言いがたいことは明らかである。 

このことは、原発が備えるべき安全性を備えていないことを意味するも

のである。 

これらを踏まえない原判決の判断は、取り消されねばならない。 

以上 

 


